
細則第38号様式（第２条第49号）
 （総括票）                                                      　　 

（報告先）

住所

氏名

（法人の場合は、名称及び代表者の氏名）

１　地球温暖化対策事業者等の概要

15,231 kｌ 台

２　計画期間及び実施年度

2016 2018 年度 2018 年度

３　温室効果ガスの排出の抑制等を図るための基本方針

（Ａ４）

　　　2019 年　7月24日

[基本方針]
・産業や生活の基幹を支える液化ガス（酸素、窒素、アルゴン）を社会に供給する東京液化酸素株式会社として
　は、製品を通じて社会に貢献するのみならず、以下の観点でも活動するものとする。
・東京液化酸素株式会社では生産工程のみならず、照明・空調なども含めてエネルギー管理の強化に努め電力を
　中心とするエネルギーの使用削減を図っていくものとする。
[主要なエネルギー使用設備の更新等の検討]
①更新の対象となる主要なエネルギー使用設備
吸収冷温水器
②上記①の設備を選択した理由
現状設備は設置後20年以上経過しており老朽化が進んでおり不具合も発生している
③設備更新スケジュール
相当な設備投資になるため、現在は部品交換等で設備延命化を図っているが、劣化状況を経過監視し、2021年を
目途に高効率機器へ更新する予定である。

計 画 期 間 実 施 年 度

規則第89条第1項第2号該当事業者

主 た る 事 業 の 業 種

大分類 Ｅ 製造業

中分類

年度 ～ 

１６ 化学工業

自 動 車 の 台 数

地球温暖化対策事業者以外の事業者（任意提出事業者）

該 当 す る
事 業 者 の 要 件

条例施行規則（以下「規則」という。）第89条第1項第1号該当事業者

規則第89条第1項第3号該当事業者

原油換算エネルギー使用量

地球温暖化対策実施状況報告書

事業者の氏名又は名称
( 代 表 者 の 氏 名 ）

東京液化酸素株式会社　代表取締役社長　平田　有

事 業 者 の 主 た る
事 業 所 の 所 在 地

横浜市磯子区新磯子町３０番の１

横浜市長

　横浜市生活環境の保全等に関する条例（以下「条例」という。）第144条第2項の規定により、次のとお
り報告します。

横浜市磯子区新磯子町３０番の１

東京液化酸素株式会社
代表取締役社長　平田　有
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４　推進体制

５　公表の方法等

別紙　東京液化酸素株式会社　エネルギー管理　推進組織図　参照。

ホ ー ム ペ ー ジ アドレス 無し

閲覧場所 事業所　事務所閲覧窓口

窓 口 で 閲 覧

（Ａ４）

所在地 横浜市磯子区新磯子町３０番の１

そ の 他

閲覧可能時間 土日、祝日、当社指定休日を除いた平日の９時－１２時、１３時－１７時

冊 子
入手方法

冊子名 無し
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６の１　温室効果ガスの排出の抑制に係る目標等の状況（第１号及び第２号該当事業者）

30,790 t-CO2 199.81 t-CO2/ 百万Nm3

30,248 t-CO2 199.21 t-CO2/ 百万Nm3

30,097 t-CO2 削減率 2.3 ％ 202.26 t-CO2/ 百万Nm3

29,273 t-CO2 削減率 3.2 ％ 削減率 ▲ 1.2 ％

29,217 t-CO2 削減率 5.1 ％ 201.71 t-CO2/ 百万Nm3

27,447 t-CO2 削減率 9.3 ％ 削減率 ▲ 1.0 ％

30,825 t-CO2 削減率 ▲ 0.1 ％ 195.87 t-CO2/ 百万Ｎｍ3

28,224 t-CO2 削減率 6.7 ％ 削減率 2.0 ％

排 出 量

（Ａ４）

排出原単位

排出原単位

計画期間全体の排
出状況に関する説
明

基準年に対し生産数量が増加（基準年生産量154.1百万Ｎｍ3⇒157.4百万Ｎｍ3）したことによ
り、排出量の削減率は▲0.1%増加しましたが、排出原単位では基準値に対して2.0%、目標値に
対して1.7%の削減となりました。これは、プラントが高ロードで順調に稼働したことに加え、
大型設備（冷却塔）更新に合わせた冷却塔ファンの効率的な運転（台数制御）、プラント運転
条件の改善、プラント内照明のＬＥＤ化推進等を実施したことによります。

第 二 年 度

排出量の削減率は5.1%と目標排出量に対し大きくクリアしていますが、排出原単位では基準値に対して
1.0%、目標値に対して1.3%超過しました。プラントは順調に稼働しましたが、2017年4月定修時に損傷し
た圧縮機ギアの交換作業のため同年11月にプラントを停止したこと、さらに顧客からの製品引き取り量も
若干減少した影響により生産量が基準年の6%減（基準年生産量154.1百万Ｎｍ3⇒144.85百万Ｎｍ3）とな
り、プラントを低ロードで操業する状態が続き、原単位が悪化しました。しかし、昨年度実施の削減策の
顕現に加え「冷水漕温度低下による蒸気使用量削減」、「プラント内照明のＬＥＤ化」等を実施すること
で、昨年度の排出原単位より若干の向上となりました。

調 整 後

（2018年度）

第一年度、第二年度は基準年に比べ顧客からの製品引き取り量が大幅に減少し、プラント稼働
率も低ロード稼働が続いたため排出原単位も悪化しましたが、第三年度は顧客からの引き取り
量増加によりプラントを高ロードで稼働することが出来、さらにプラント運転条件の変更、設
備更新時の効率的運転条件の確立、照明のＬＥＤ化推進が顕現し排出原単位を削減することが
できました。今後も更なる電力原単位向上施策を実施し、排出原単位削減に努力いたします。

調 整 後

目標等の達成状況
及び説明

（2017年度）

第 三 年 度

排 出 量

目標等の達成状況
及び説明

（2016年度）

排出量の削減率は2.3%と目標排出量をクリアしていますが、排出原単位で基準値に対して1.2%、目標値に
対して1.5%超過しました。プラントは順調に稼働しましたが、顧客からの製品引き取り量が減少したた
め、生産量が基準年の3.4%減（基準年生産量154.1百万Ｎｍ3⇒148.8百万Ｎｍ3）となり、プラントを最低
ロードで操業する状態が長く続き、原単位が悪化しました。削減策として、「温水漕温度低下による蒸気
使用量削減」、「原料空気圧縮機及び高圧循環窒素圧縮機の運転制御最適化」、「プラント内蛍光灯照明
器具のＬＥＤ化」、「耐圧防爆エリアに設置された水銀灯照明のＬＥＤ化」を実施し合計で271（ｔ-ＣＯ
2）削減しました。詳細は、「10　目標対策及び事業者の発意による対策の実施状況」参照。

排出原単位

目標等の達成状況
及び説明

排 出 量

調 整 後

第 一 年 度

基 準 年 度
（2015年度）

温室効果ガス排出量削減に関し、３ヶ年で０．３％削減を目指します。
弊社のエネルギー使用構成は、熱量ベースで、電気９９．４％、蒸気０．５％、ガス０．１％
の割合です。
大型圧縮機３台で全電力使用量の約９８％を占めております。１９９１年第２期プラント稼働
後は電力原単位削減が順次行われてきており、数％オーダーでの削減は難しい状況です。
その中で、プロセス機器の高効率化検討、運転操作の更なる見直し、照明・空調・事務機器等
の高効率機器への更なる更新により、０．３％削減を目指します。

事業者全体として
の目標等

基準原単位

排出の抑制に係る
目標の設定の考え
方

調 整 後

基準排出量

目 標 年 度
（2018年度）

目標排出量 30,698 削減率 0.3t-CO2 削減率 0.3
目標原単位

％ ％
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６の２　温室効果ガスの排出の抑制に係る目標等の状況（第３号該当事業者）

t-CO2 t-CO2/

t-CO2 t-CO2/

t-CO2 削減率 ％ t-CO2/

t-CO2 削減率 ％ 削減率 ％

t-CO2 削減率 ％ t-CO2/

t-CO2 削減率 ％ 削減率 ％

t-CO2 削減率 ％ t-CO2/

t-CO2 削減率 ％ 削減率 ％

計画期間全体の排
出状況に関する説
明

調 整 後
（  年度）

目標等の達成状況
及び説明

（Ａ４）

排出原単位

排出原単位

調 整 後

排 出 量

排 出 量

第 三 年 度

調 整 後

排出原単位
排 出 量

％
目標原単位

t-CO2

目標等の達成状況
及び説明

（  年度）

削減率

基 準 年 度
（  年度）

排出の抑制に係る
目標の設定の考え
方

（  年度）

基準原単位基準排出量

目標排出量 削減率 ％

第 二 年 度

（  年度）
第 一 年 度

目 標 年 度

事業者全体として
の目標等

目標等の達成状況
及び説明

調 整 後
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７　事業所等における温室効果ガスの排出状況

事業所等の
数（所）

排出量の
合計(t-CO2)

事業所等の
数（所）

排出量の
合計(t-CO2)

事業所等の
数（所）

排出量の
合計(t-CO2)

事業所等の
数（所）

排出量の
合計(t-CO2)

1 30,790 1 30,097 1 29,217 1 30,825

1 30,790 1 30,097 1 29,217 1 30,825

８　自動車における温室効果ガスの排出状況

台数（台）
排出量の

合計(t-CO2)
台数（台）

排出量の
合計(t-CO2)

台数（台）
排出量の

合計(t-CO2)
台数（台）

排出量の
合計(t-CO2)

％ ％ ％ ％

（Ａ４）

低公害かつ低燃費な車の
導入割合(%)

第三年度
事業所等の規模

（原油換算エネルギー使用量）

3,000kｌ以上

1,500kｌ以上 3,000kｌ未満

自動車の区分

基準年度 第一年度 第二年度

合計

乗用自動車

合計

普通貨物自動車

小型貨物自動車

大型バス

マイクロバス

第二年度 第三年度

500kｌ以上 1,500kｌ未満

500kｌ未満

基準年度 第一年度
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９の１　重点対策の実施状況（第１号及び第２号該当事業者）

実施済事業
所数／対象
事業所数

設備の種
類、実施済
設備数／対
象設備数

完了予定年度
(実施中.未実施

の場合）

未実施・非該
当の理由

実施状況
実施済事業
所数／対象
事業所数

設備の種
類、実施済
設備数／対
象設備数

完了予定年度
(実施中.未実施

の場合）

未実施・非該
当の理由

実施状況
実施済事業
所数／対象
事業所数

設備の種
類、実施済
設備数／対
象設備数

完了予定年度
(実施中.未実施

の場合）

未実施・非該
当の理由

実施状況

1
事業者全体
(市内分)

1／1 ― 年度 1／1 ― 年度 1／1 ― 年度

2
事業者全体
(市内分)

1／1 ― 年度 1／1 ― 年度 1／1 ― 年度

3
事業者全体
(市内分)

1／1 ― 年度 1／1 ― 年度 1／1 ― 年度

4
事業者全体
(市内分)

1／1 ― 年度 1／1 ― 年度 1／1 ― 年度

5
個別票対象
事業所

1／1 ― 年度 1／1 ― 年度 1／1 ― 年度

6
個別票対象
事業所

／ ― 年度
H251129立入時「非
該当」確認済み ／ ― 年度

H251129立入時「非
該当」確認済み ／ ― 年度

H251129立入時「非
該当」確認済み

7
個別票対象
事業所

／ ― 年度
ビル管法の測定対象
ではない為 ／ ― 年度

ビル管法の測定対象
ではない為 ／ ― 年度

ビル管法の測定対象
ではない為

8
個別票対象
事業所

1／1 ― 年度 1／1 ― 年度 1／1 ― 年度

9
個別票対象
事業所

1／1 ― 年度 1／1 ― 年度 1／1 ― 年度

10
個別票対象
事業所

1／1 ― 年度 1／1 ― 年度 1／1 ― 年度

11 事業所 1／1 ― 年度 1／1 ― 年度 1／1 ― 年度

12 事業所 ／ ― 年度 設備がありません ／ ― 年度 設備がありません ／ ― 年度 設備がありません

13 事業所 0／1 ― 2018年度
蛍光灯・水銀灯のＬＥＤ化を
順次実施中。平成30年度まで
に主要エリア完了予定。

0／1 ― 2019年度
設備投資予算の関係で完了年
度を延期した。2019年に主要
エリア完了予定。

0／1 ― 2021年度
設備投資予算の関係で完了年
度を延期した。2021年に主要
エリア完了予定。

14 事業所 1／1 ― 年度 1／1 ― 年度 1／1 ― 年度

15 設備
(設備の種類)
吸収冷温水器 0／1 2018年度

現設備は20年経過し部品交換
で延命化。平成30年までに高
効率機器へ更新予定。

(設備の種類)
吸収冷温水器 0／1 2020年度

設備投資予算の関係で完成年
度を2年延期した。より高効率
な設備導入を検討する。

(設備の種類)
吸収冷温水器 0／1 2021年度

設備投資予算の関係で完成年
度を延期した。より高効率な
設備導入を検討する。

16 設備
(設備の種類)
吸収冷温水器 0／1 2018年度

現設備は20年経過し部品交換
で延命化。平成30年までに高
効率機器へ更新予定。

(設備の種類)
吸収冷温水器 0／1 2020年度

設備投資予算の関係で完成年
度を2年延期した。より高効率
な設備導入を検討する。

(設備の種類)
吸収冷温水器 1／1 　　年度

冷温水機設備管理標準に従い
運用。冷水出口温度計測(1回/
月)記録(3年保存)を実施。

17 設備
(設備の種類)

／ 年度 設備がありません

(設備の種類)

／ 年度 設備がありません

(設備の種類)

／ 年度 設備がありません

18 設備
(設備の種類)

／ 年度 設備がありません

(設備の種類)

／ 年度 設備がありません

(設備の種類)

／ 年度 設備がありません

19 設備
(設備の種類)
蒸気配管･ﾊﾞﾙﾌﾞ 1／1 年度

(設備の種類)
蒸気配管･ﾊﾞﾙﾌﾞ 1／1 年度

(設備の種類)
蒸気配管･ﾊﾞﾙﾌﾞ 1／1 年度

20 設備
(設備の種類)

／ 年度 設備がありません

(設備の種類)

／ 年度 設備がありません

(設備の種類)

／ 年度 設備がありません

21 設備
(設備の種類)

／ 年度
H251129立入時「非
該当」確認済み

(設備の種類)

／ 年度
H251129立入時「非
該当」確認済み

(設備の種類)

／ 年度
H251129立入時「非
該当」確認済み

22 設備
(設備の種類)

／ 年度
H251129立入時「非
該当」確認済み

(設備の種類)

／ 年度
H251129立入時「非
該当」確認済み

(設備の種類)

／ 年度
H251129立入時「非
該当」確認済み

９の２　重点対策の実施状況（第３号該当事業者）

実施済事業
所数／対象
事業所数

実施済車両
台数／対象
車両台数

完了予定年度
(実施中.未実施

の場合）

未実施・非該
当の理由

実施状況
実施済事業
所数／対象
事業所数

実施済車両
台数／対象
車両台数

完了予定年度
(実施中.未実施

の場合）

未実施・非該
当の理由

実施状況
実施済事業
所数／対象
事業所数

実施済車両
台数／対象
車両台数

完了予定年度
(実施中.未実施

の場合）

未実施・非該
当の理由

実施状況

23
事業者全体
(市内分)

／ ― 年度 ／ ― 年度 ／ ― 年度

24
事業者全体
(市内分)

― ／ 年度 ― ／ 年度 ― ／ 年度

25
事業者全体
(市内分)

― ／ 年度 ― ／ 年度 ― ／ 年度

26
事業者全体
(市内分)

／ ― 年度 ／ ― 年度 ／ ― 年度

27
事業者全体
(市内分)

／ ― 年度 ／ ― 年度 ／ ― 年度

（Ａ３）

対策状況

実施済

実施済

実施済

実施済

実施済

非該当

実施済

実施済

実施中

実施済

実施中

実施済

実施済

非該当

非該当

実施済

第三年度

非該当

実施済

非該当

実施中

実施済

実施中

実施中

実施済

非該当

非該当

実施済

非該当

非該当

非該当

非該当

対策状況

非該当

非該当

対策状況

非該当

第二年度

実施済

実施済

実施済

実施済

実施済

非該当

非該当

実施済

非該当

実施済

実施済

実施済

推進体制の整備 実施済 実施済

主要なエネルギー使用設備の
更新等の検討

実施済

実施済

実施済

実施済

非該当

機器管理台帳の整備 実施済

照明設備の運用管理 実施済

エネルギー使用量の把握

重点対策
実施状況の
判断を行う

単位
基準年度

実施済

各種図面の整備 非該当

外気導入量の適正管理

第
１
号
及
び
第
２
号
該
当
事
業
者

蒸気配管のバルブ等の保温 実施済

機器性能管理

排出ガス温度の管理

非該当

フィルター等の清掃 実施済

実施済

地下駐車場の換気管理 非該当

ポンプ、ファン及びブロワー
の適正な流量管理

実施済

非該当

実施済

非該当

非該当

変圧器の需要率管理、効率管
理

実施済

室内温度の適正管理

実施中

実施済

実施中

実施中

非該当

実施済

照明設備の高効率化 実施中

事務所機器の待機電力管理 実施済

実施中

非該当

冷凍機の冷水出口温度管理 実施中

燃焼設備の空気比管理 非該当

第
３
号
該
当
事
業
者

推進体制の整備

第一年度

第三年度第二年度

実施済

対策状況対策状況

対策状況

非該当

非該当

自動車の適正な維持管理

エネルギー使用量等に関する
データの管理

自動車の適正な使用管理

重点対策

実施済

実施済

第一年度

エコドライブ推進体制の整備

工業炉表面の断熱強化 非該当

コンプレッサの吐出圧の適正
化

非該当

コンプレッサの吸気管理 非該当

実施状況の
判断を行う

単位
基準年度



細則第38号様式（第２条第49号）
 （総括票） 

10　目標対策及び事業者の発意による対策の実施状況

1.03 ％

CO2排出量 CO2排出量

種別 使用量 単位 （t-CO2） 種別 使用量 単位 （t-CO2） 
（t-CO2）

産業用蒸気 6,390 GJ 383.4 産業用蒸気 5,751 GJ 345.1

昼間買電 260,400 ｋWh 133.3 昼間買電 0 ｋWh 0.0

夜間買電 186,000 ｋWh 95.2 夜間買電 0 ｋWh 0.0

昼間買電 992 ｋWh 0.5 昼間買電 496 ｋWh 0.3

夜間買電 1,985 ｋWh 1.0 夜間買電 991 ｋWh 0.5

昼間買電 2,599 ｋWh 1.3 昼間買電 645 ｋWh 0.3

夜間買電 5,198 ｋWh 2.7 夜間買電 1,291 ｋWh 0.7

産業用蒸気 6,067 GJ 364.0 産業用蒸気 5,643 GJ 338.6

0

耐圧防爆エリアに設置された水銀
灯照明器具のＬＥＤ化

磯子工場 2016

当該場所は防爆エリアとなってお
り、照明器具も耐圧防爆型水銀灯
（天井取付タイプ）である。水銀灯
ランプが切れた場合、容易に交換で
きないことと、器具本体の経年劣化
も進行しているため、ＬＥＤ化しメ
ンテナンスの軽減と省電力を図り、
ＣＯ2排出量削減に寄与したい。
（水銀規制への対応も含めて）

千円

25.4 千円2017

東京ガスよりＬＮＧ（液化天然ガス）を
受入し、冷熱源として利用後ＮＧ（天然
ガス）として東京ガスに戻している。余
剰分ＬＮＧの気化及び加温は温水槽及び
冷水槽にて行っている。冷水漕の管理温
度を低下させることにより冷水漕の負荷
を増大させ温水槽の負荷を下げることが
できる、その結果温水槽の加熱源である
蒸気の使用量を削減することができ省エ
ネルギー、ＣＯ2排出量削減に寄与した
い。

930

3.0 1,100

　　　（注意事項）・対策の効果が重複して計上されない様にご注意ください。
　　　　　　　　　・燃料・熱・電気等の使用量は、一年間での値に換算して記入してください。
　　　　　　 　　 ・記載欄が不足する場合は、横浜市へご連絡ください。

削減量合計
事業者総排出量

事業者総排出量
（t-CO2）

CO2排出量合計①
（t-CO2）

CO2排出量合計②
（t-CO2）

削減量合計
（t-CO2）

具体的な対策 事業所名
対策の

実施年度
（西暦）

削減量

30,825 1,023.7 705.3 318

投資金額
実施前の運用状況/設備状況 実施後の運用状況/設備状況

燃料・熱・電気等の使用量

0.8 千円

228.6 千円

0 千円

2

原料空気圧縮機（３，３５０ｋ
Ｗ）及び高圧循環窒素圧縮機
（３，６００ｋＷ）の運転制御最
適化

磯子工場 4,000

38.3

実証試験を重ねた結果、温水槽の温
度を下げることにより温水槽負荷が
下がり、蒸気(水)の顕熱及びＮＧの
温度低下による温水漕負荷低減によ
り蒸気消費量を削減できることが判
明したので運用を開始した。成果と
して、年間使用蒸気量と年間１０％
削減することができた。熱量換算で
６５２ＧＪ（原油換算１６．８ｋｌ
/年）の削減。

2016

耐圧防爆型水銀灯照明器具（４０
０Ｗ×３灯、２５０Ｗ×２灯）を
耐圧防爆型ＬＥＤ灯に更新した。
成果として、年間使用電力量とし
て５．８６ＭＷｈ（原油換算１．
５ｋｌ／年）削減できた。

プラント内蛍光灯照明器具（安全
増防爆型及び一般型）のＬＥＤ化

磯子工場

実施前 実施後

プラント制御システムの一つである
「ロード変更プログラム」を変更し、各
設定値を均一化することにより、電力原
単位の振れをなくし、電力原単位を向上
することができた。成果として、生産量
（ｋＮｍ3）あたり３ｋＷの電力を削減
することができた。年間使用電力量とし
て４４６．４ＭＷｈ（原油換算１１２ｋ
ｌ／年）の削減。

（実施前電力量欄に、削減した電力量を
計上し、実施後を０とした）

連
番

1

3

2016

対象の２台の圧縮機は工場使用電
力の８割を占める。同一の操業条
件でも各制御因子の設定値が異な
るケースが発生しており、その結
果電力原単位が同一操業条件でも
変化するケースが発生していた。
電力原単位の振れをなくし、電力
原単位を向上させ、省電力を図り
ＣＯ2排出量削減に寄与したい。

4

5
冷水漕温度低下による蒸気消費量
削減

磯子工場

温水漕温度低下による蒸気使用量
削減

磯子工場

東京ガスよりＬＮＧ（液化天然ガ
ス）を受入し、冷熱源として利用
後ＮＧ（天然ガス）として東京ガ
スに戻している。余剰分ＬＮＧの
気化及び加温は温水槽及び冷水槽
にて行っているが温水槽の加熱源
である蒸気の使用量を削減するこ
とで省エネルギーを図り、ＣＯ2
排出量削減に寄与したい。

実証試験を重ねた結果、冷水漕の
管理温度を約４℃下げることによ
り年間使用蒸気量を７％下げるこ
とができた。熱量換算で４２３Ｇ
Ｊ（原油換算１１．２ｋｌ/年）
の削減。

2016

プラント内蛍光灯照明器具（安全
増防爆及び一般型）については、
経年劣化が進行し点灯不良や頻繁
な蛍光管交換作業が発生してい
る。照明点灯時間も長いため、Ｌ
ＥＤ化しメンテナンスの軽減と省
電力を図り、ＣＯ2排出量削減に
寄与したい。

省電力、省エネルギーを目的に照明設備
ＬＥＤ化を順次実施中である。平成２７
年度の事務所関係、及びプラント制御室
等居室の蛍光灯照明のＬＥＤ化に続い
て、平成２８年度はプラント内照明器具
の一部に関し、省電力と老朽化更新も兼
ねＬＥＤ化を実施した。安全増防爆蛍光
灯（４０Ｗ２灯式×５台）、一般型（４
０Ｗ２灯式×６台）をＬＥＤ化した。結
果として、年間使用電力量として１．５
ＭＷｈ（原油換算１．５Ｋｌ／年）削減
できた。今後もＬＥＤ化を進めていく。

燃料・熱・電気等の使用量

（Ａ３）



CO2排出量 CO2排出量

種別 使用量 単位 （t-CO2） 種別 使用量 単位 （t-CO2） 
（t-CO2）

具体的な対策 事業所名
対策の

実施年度
（西暦）

削減量 投資金額
実施前の運用状況/設備状況 実施後の運用状況/設備状況

燃料・熱・電気等の使用量

実施前 実施後

連
番

燃料・熱・電気等の使用量

昼間買電 1,122 ｋWh 0.6 昼間買電 554 ｋWh 0.3

夜間買電 0 ｋWh 0.0 夜間買電 0 ｋWh 0.0

夜間買電 39,565 ｋWh 20.3 昼間買電 14,100 ｋWh 7.2

夜間買電 11,176 ｋWh 5.7 夜間買電 3,144 ｋWh 1.6

昼間買電 28,107 ｋWh 14.4 昼間買電 20,628 ｋWh 10.6

夜間買電 0 ｋWh 0.0 夜間買電 0 ｋWh 0.0

昼間買電 1,260 ｋWh 0.6 昼間買電 240 ｋWh 0.1

夜間買電 1,260 ｋWh 0.6 夜間買電 240 ｋWh 0.1

冷却塔更新に伴う冷却塔ファン消
費電力削減

事務所各室、プラント運転制御室
（24時間、365日常時点灯）、警
備員室等の、居室エリアの照明を
ＬＥＤ化しメンテナンスの軽減と
省電力を図り、ＣＯ2排出量削減
に寄与したい。

2015磯子工場

6,0003.8

既設冷却塔ファン用電動機（15ｋ
Ｗ）を冷却塔更新に合わせ、ファ
ン２台（5.5ｋＷ電動機２台）と
し、冷却水温度による台数制御を
実施した。

変電所照明は設置後25年を経過し
ており、また有事の際の瞬時の点
灯・再点灯に時間を要してしま
う。

2018磯子工場
変電所照明（水銀灯400Ｗ×8灯）
のＬＥＤ化

9

8

千円2,60017.2

2015年度より場内照明設備に関し、省エ
ネルギーによる温室効果ガス削減、及び
メンテナンスの軽減を目的にＬＥＤ化を
順次実施することとした。2015年度は、
まず長時間使用している居室を対象と
し、事務所関係、及びプラント運転制御
室等居室の蛍光灯照明をＬＥＤ化とし
た。結果として、年間使用電力量として
３３．５ＭＷｈ（原油換算８．４３ｋｌ
／年）削減。今後も継続してＬＥＤ化を
進めていく。

千円

プラント内蛍光灯照明器具につい
ては、各所で経年劣化が進行し点
灯不良や頻繁な蛍光管交換作業が
発生している。ＬＥＤ化しメンテ
ナンスの軽減と省電力を図り、Ｃ
Ｏ2排出量削減に寄与したい。

2017磯子工場 4200.3

省電力、省エネルギーを目的に照明設備
のＬＥＤ化を順次実施中である。平成２
７年度の事務所関係、及びプラント制御
室等居室の蛍光灯照明、平成２８年度は
プラント内照明器具の一部（安全増防爆
蛍光灯、一般型）のＬＥＤ化を実施し
た。平成２９年度は、製造室１階の蛍光
灯（一般型、非常灯内蔵型）のＬＥＤ化
を実施した。結果として、年間使用電力
量として０．５６ＭＷｈ（原油換算０．
１４ｋｌ／年）削減。今後も継続してＬ
ＥＤ化を進めていく。

千円

7

千円

冷却塔は設置義２８年を経過して
おり、メーカーによるメンテナン
スもできない状況であり、老朽化
もしているため2018年4月のプラ
ント定修に合わせ更新した。更新
に際しては、冷却能力の再検討を
行い、電気使用設備の冷却塔ファ
ン（既設は15ｋＷ電動機1台）に
関しても仕様を見直した。

2018

千円

プラント内蛍光灯照明器具（１１
灯）のＬＥＤ化

6

磯子工場

蛍光灯（40W×2灯式、20W×1灯
式、他）照明器具のＬＥＤ化

千円7001.0
照明器具をＬＥＤ化し、省電力化
を図るとともに、有事の際の瞬時
に点灯を可能とした。

（Ａ３）



細則第38号様式（第２条第49号）
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11　再生可能エネルギー利用設備等の導入状況

番号

1

2

3

4

5

12　クレジット等に関する取組状況

番号 年度

1 2018年度

2 　 年度

3 　 年度

4 　 年度

5 　 年度

13　その他の地球温暖化を防止する対策の実施状況

14　実施状況等に対する自己評価

設備機器の種類 導入年度 性能等 備考

照明設備LED化（予定） 2019年度
高天井水銀灯、外灯水銀灯、製造室・電気
室・充填場蛍光灯のLED化

温室効果ガス削減量予想
44(t/CO2)

照明設備LED化 2018年度
変電所のLED化（400Ｗ×8灯）、消費
電力1/4）、

温室効果ガス削減量
1(t/CO2)

照明設備LED化 2017年度
蛍光灯（40W×2灯式）のLED化（消費
電力1/2）、合計11台実施

温室効果ガス削減量
0.3(t/CO2)

照明設備LED化 2016年度
水銀灯（400W×3灯、250W×2灯）のLED化
（110W×3灯、56W×2灯)、他蛍光灯11台LED化

温室効果ガス削減量
3.8(t/CO2)

照明設備LED化 2015年度
蛍光灯（40W×2灯式）のLED化（消費電力
1/2）。他各種蛍光灯のLED化含め計131台実施

温室効果ガス削減量
17.2(t/CO2)

種  類 オフセット対象範囲 特定温室効果ガス換算量 備考

電気の使用 横浜市内事業所 2,601
東京電力エナジーパート
ナー(株)

基準年度までの対策

１．工場内緑化の保全に継続的に力を入れており、専門の業者による年間計画保全を実施し
ております。また従業員による場内除草、クリーン活動を行っております。
２．弊社工場周辺一般道路のゴミ、空き缶回収活動を１回／月実施しています。

計 画 期 間 内 に
実 施 す る 対 策

１．再生可能エネルギー導入の検討。
２．従業員の自動車利用から公共交通機関への移行策検討。

第 一 年 度 実 績

１．工場内緑化の保全に継続的に力を入れており、専門の業者による年間計画保全を実施しておりま
す。また従業員による場内除草、クリーン活動を行いました。
２．弊社工場周辺一般道路のゴミ、空き缶回収分別活動を１回／月確実に実施しました。
３．社内アルミ缶リサイクル活動を継続的に推進しており昭和電工(株)より表彰されました。

（Ａ４）

第 二 年 度 実 績

１．工場内緑化の保全に継続的に力を入れており、専門の業者による年間計画保全を確実に実施しております。ま
た従業員による場内除草、クリーン活動も計画的に実施しました。
２．弊社工場周辺一般道路のゴミ、空き缶等の回収分別活動を１回／月確実に実施しました。
３．社内アルミ缶リサイクル活動を積極的に推進しており本年も昭和電工(株)より「継続記録賞」（年間平均365缶
/人で前年度を上回っている）として表彰されました。

第 三 年 度 実 績

１．工場内緑化の保全に継続的に力を入れており、専門の業者による年間計画保全を確実に実施してお
ります。また従業員による場内除草、クリーン活動も計画的に実施しました。
２．弊社工場周辺一般道路のゴミ、空き缶等の回収分別活動を１回／月確実に実施しました。
３．社内アルミ缶リサイクル活動を積極的に推進しており本年も昭和電工(株)より感謝状を頂きまし
た。

・環境対応の一環としての、場内緑化除草・クリーン活動、周辺一般道路のゴミ回収活動、社内アルミ缶リサイクル活動（回収アルミ缶は近隣
の「活動ﾎｰﾑ」（障がい者施設）へ原型のまま提供。缶をプレスする作業がリハビリの一環となっている。）が定着しています。
・省電力対策として照明設備のＬＥＤ化を推進しており、数年計画で順次実施しております。
・2018年度は顧客からの引き取り量増加によりプラントを高ロードで稼働することが出来、さらにプラント運転条件の変更、設備更新時の効率
的運転条件の確立、プラント内照明のＬＥＤ化推進が顕現し排出原単位を削減することができました。今後も更なる電力原単位向上施策を実施
し、排出原単位削減に努力します。更に電力会社負荷平準化へ寄与すべく、可能な限り昼夜間でプラント稼働率格差をつけ、電力夜間率向上を
図ります。
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